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施策の概要 

  ・国立がんセンターがん予防・検診研究センターにおける検診事業等の推進 

・マンモグラフィの緊急整備事業の実施（平成１７年度から） 

  

（栄養・食生活分野の再掲） 

○栄養・食生活に関する普及啓発 

  ・「食生活指針」の普及啓発（平成 12 年３月閣議決定） 

  ・「食事バランスガイド」の普及啓発 

  ・食生活改善推進員による普及啓発 

  ・食生活改善普及月間（毎年 10 月） 

  ・健康づくりのための食環境整備に関する検討会報告書（平成１６年３月） 

 

（たばこ分野の再掲） 

○喫煙が及ぼす健康影響についての十分な知識の普及 

○未成年者の喫煙防止 

○公共の場や職場における分煙の徹底及び効果の高い分煙に関する知識の普及 

○禁煙支援プログラムの普及 

 

（アルコール分野の再掲） 

 ○多量に飲酒する人の減少 

 ○未成年者の飲酒防止 

 ○「節度ある適度な飲酒」の知識の普及 

 

（がん検診） 

○市町村が実施するがん検診事業 

  市町村が実施するがん検診は、昭和 57 年度の老人保健制度の創設により、市町村の義務的な事業として位

置付けられることになった。平成９年度までは、老人保健法に基づき実施されてきたが、平成 10 年度に、地方

分権の一環として一般財源化され、市町村が自ら企画・立案し、実施する事業として位置付けられることになっ

た。以来、国においては、がん検診を効果的・効率的に実施していくための指針を各自治体等に示していると

ころであり、現在、指針においては、胃がん、子宮がん、肺がん、乳がん、大腸がんの５種類のがん検診の実施

を求めているところである。 

  平成 16 年度の地域保健・老人保健事業報告によると、受診率は、胃がんで 12.9％、子宮がんで 13.6％、肺が

んで 23.2％、乳がんで 11.3％、大腸がんで 17.9％となっている。 

 

○がん検診に関する検討会 

   市町村において実施されているがん検診について、平成 15 年 12 月に老健局長の私的検討会である「がん

検診に関する検討会」が設置され、個々のがん検診の有効性や事業評価等について検討が進められている。

平成 16 年３月には、乳がん及び子宮がん検診の見直しについて、平成 17 年２月には、乳がん検診及び子宮

がん検診における事業評価の手法について、平成 18 年２月には、大腸がん検診の見直しについて中間報告

がまとめられ、その報告に基づきがん検診指針の見直しが行われた。平成 18 年７月からは、胃がん検診につ

いて検討が始められたところである。 

 

３．がん医療の向上とそれを支える社会環境の整備 

 ○「第３次対がん１０か年総合戦略」 

    国立がんセンター等のがん研究・治療の中核的拠点機能の強化、がん医療の「均てん化」等を強力に進める

こと等により全国どこでも最適ながん医療が受けられ、がんの治療率が向上するとともに、がん患者の生活の

質（ＱＯＬ）が向上する社会を目指す。 

 

   ・がん登録制度の推進 

      がん対策を推進する上で重要な基礎となるがん登録制度について、現在、その標準化と精度の向上を目

指した取組を研究事業により実施している。 

   ・がん診療施設情報ネットワーク事業 

      全国どこでも質の高いがん診療が受けられるよう、平成６年度から、医療機関（国立がんセンター、地方中

核がんセンター）との間で診療情報等のネットワークの構築を図り、通常のメディカルカンファレンスをはじ

め、病理診断・画像診断など数多くの症例検討会等を実施している。 

   


